
○ 平成30年７月豪雨、令和元年台風第19号、令和２年７月豪雨など、大規模災害が近
年頻発しているなか、多くの高齢者や障害者等が被害を受ける結果となり、要配慮
者の避難の実効性確保は急務となっている。

○ 自ら避難することが困難な高齢者や障害者等の要支援者ごとの避難計画である個別
計画は、その策定の必要性は理解されているが、現に取組を進めているのは一部の
市町村に留まり、記載内容、策定のプロセス等が確立されていない。また、実効性
のある計画の策定には、福祉専門職や地域支援者の参画が不可欠であり、相当の時
間や人材・予算、ノウハウ等が必要となることから、市町村において取組が進みに
くい状況にある。

○ こうしたなか、中央防災会議防災対策実行会議における「令和元年台風第19号等に
よる災害からの避難に関するワーキンググループ」の検証を受けて設置された「高
齢者等の避難に関するサブワーキンググループ」の中間とりまとめ案でも、個別計
画の策定の普及のため、人材の確保と育成を支援する仕組みづくりやモデル地区を
設定した取組を実施し検証することが重要とされているところ。

○ このため、本事業において、個別計画の策定のモデル事業等を実施することにより、
要配慮者の避難の実効性を確保し、全国的な策定推進を図るものである。

事業概要・目的

①個別計画の策定に係る効率的な策定プロセス（最適モデル）の確立
②個別計画策定等に関する特定の課題に関する解決手法等の確立
③①及び②の全国的な展開・共有化
により、実効性のある個別計画に係る効率的な策定ノウハウが確立され、当該計画の各
地域での策定が促進される。

期待される効果

個別計画の策定促進に資する効果的・効率的な手法を構築するため、モデル事業や専門
家派遣を実施し、現場における当該計画策定作業等の分析を通じて、策定ノウハウの確立を
図る。また、その成果を踏まえ、フォーラム等を実施し、個別計画の全国的な策定推進を図る。
【モデル事業】実効性のある個別計画の策定に取り組む意欲はあるが、現時点で策定に
未着手の市町村に対して、当該計画策定に係る有識者が指導・助言等の支援を行い、
福祉専門職や地域の専門家が参画するモデル事業を実施し、当該事業の下での一連の
策定作業を通じて、効率的な策定プロセス（最適モデル）の確立を目指す。

※個別計画策定プロセス：研修や説明会の実施～関係者との調整～計画策定～訓練等による
検証～運用

【専門家派遣】個別計画の策定に既に取り組んでいるが､課題を抱えている市町村に対
して､特定の課題解決に資する専門家を派遣することにより､当該特定の課題について
解決手法等を確立し､当該計画の策定促進につなげる。(以下は例示）
・福祉専門職の協力等が進まない市町村に対して、個別計画策定に関わる福祉専門職を講師
として派遣し、研修会や説明会を実施。

・個別計画の実効性等に課題のある市町村に対して、避難訓練に知見のある有識者を派遣し、
個別計画を用いた避難訓練を実施。

【フォーラム等実施】モデル事業や専門家派遣により得られた個別計画の策定等に関す
るノウハウを全国的に展開するため､フォーラム等の実施等の普及啓発の取組を行う。

事業イメージ・具体例

令和３年度予算案 ３６百万円（新規）
要支援者の避難に係る個別計画の策定の推進
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